
図１　財政力指数の推移
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平成１９年度 瑞浪市の主な財政指標 

 

財政力指数 

地方公共団体の財政力を示すものであり、この指数は１に近くあるいは１を超えるほど

財源に余裕があると判断されます。 

財政力指数（過去３年間の平均値を使用することが多い）＝ 

基準財政収入額（標準的な状態において徴収が見込まれる税収入等） 

基準財政需要額（合理的かつ妥当な水準における行政運営を行うための財政需要） 

 

 瑞浪市の財政力指数は、次のとおりです。瑞浪市が分類される類似団体の類型が変更と

なったため、平成１８年度決算から類似団体平均を上回っているものの、全国平均を上回

る高齢化率や、景気の低迷により歳入に占める市税収入の割合が低く、より一層の歳入確

保に努める必要があります。 

 

           表１   瑞浪市の財政力指数の推移 

 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 

瑞浪市 ０．６９ ０．６９ ０．６８ 

類似団体 ０．７０ ０．６２  

県内平均 ０．６０ ０．６２ ０．６４ 

       （県内平均は県内市町村の単純平均） 
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図２　経常収支比率の推移
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経常収支比率 

 

人件費等の義務的性格の経常経費に、地方税・地方交付税・地方譲与税を中心とする経

常的な収入である一般財源がどの程度充当されるかをみることにより、当該団体の財政構

造の弾力性を判断する指標です。（７０～８０が望ましいとされています。） 

 

経常収支比率＝ 

経常経費充当一般財源 

経常一般財源＋減税補てん債発行額＋臨時財政対策債発行額 

 

 

 瑞浪市の経常収支比率は、次のとおりです。公債費、扶助費は今後増加することが予測

されることから、人件費削減、受益者負担の見直し等による繰出金の抑制、その他経常経

費の一層の削減が必要となります。 

 

   表２   瑞浪市の経常収支比率の推移 

 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 

瑞浪市 ８８．５ ９１．０ ９０．７ 

類似団体 ９０．０ ９３．６  

県内平均 ８３．３ ８５．２ ８７．１ 

       （県内平均は県内市町村の単純平均） 
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起債制限比率 

地方債の許可制限に係る指標です。普通会計が発行した公債費（地方債の元金及び利子

の償還金）に充てられた一般財源（普通交付税が措置される分を除く）が標準財政規模（経

常的一般財源の標準規模を示すもの）に占める割合を算出し、過去３年間の平均値を用い

ます。 

 

           A－（B＋C＋E） 
起債制限比率＝ 
         （D＋F）－（C＋E） 
  Ａ:普通会計の元利償還金及び公債費に準ずる債務負担行為に係る支出の合計 

  Ｂ:Ａに充てられた特定財源 

  Ｃ:普通交付税の算定において災害復旧費、特定債償還費等として基準財政需要額に算

入された公債費 

  Ｄ:標準財政規模 

  Ｅ:普通交付税の算定において事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費

及び公債費に準ずる債務負担行為に係る支出 

  Ｆ:各年度の臨時財政対策債発行可能額 

 

 瑞浪市の起債制限比率は、次のとおりです。今後上昇する要因として平成１２年度～１

６年度に実施した可燃物焼却場、不燃物最終処分場建設にかかる借入れ等の償還がありま

すが、現在の水準を維持できるよう計画的な事業の実施、市債の発行に努めて参ります。 

   表３   瑞浪市の起債制限比率の推移 

 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 

瑞浪市 １０．６ １０．４ ９．５ 

類似団体 １０．３ １１．６  

県内平均 ９．７ ９．６ ９．３ 

       （県内平均は県内市町村の単純平均） 

×１００ 

図３　起債制限比率の推移
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